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本年度研究成果 

I 研究背景  
原発事故後の該当地域住民の不安軽減などには、放射線の健康影響にかかる客観的に正確な情報提

供のみならず、住民に寄り添うリスクコミュニケーション（以下、RC）が重要である。不安軽減に効

果的な RC には関連学問領域から知見と共に現場における実践から得られる「実践知」が何よりも重

要である。本研究の目的は、協働や合意形成などの RC の特質を生かした共通の枠組み（「構成要素」

から導き出される「評価の視点」）を提示するとともに、その具体的な社会実装に向けた検討を行うこ

とである。 
Ⅱ 令和 6 年度の研究目的  

放射線の健康影響に係る RC を自己評価する、「構成要素」に基づく、評価の視点からなる「評価の

枠組み」を構築した。 

III 研究方法 

R5 年度に収集分析した 213 事例を参考に、リスクガバナンスの観点を取り入れて、評価の枠組み

案を作成した。この評価の枠組み案から RC を自己評価するためのガイド、マニュアルに発展させる

ため、以下の実践的な試行を行った。 

・日本リスク学会年次大会において本研究班が企画したワークショップに参加した学会員に対して

3 つの具体的な RC 場面（除去土壌問題など）について評価の枠組み案により RC の自己評価を行

ってもらい、評価の枠組み案についてのフィードバックを求めた。1） 

・東日本大震災原子力災害伝承館での来館者対応係員を対象に、評価の枠組みを RC 現場で用いる

ことについての意見交換を行った。 
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さらに、研究協力者に、評価の枠組みの説明を行い、実践の観点から意見を求めた。 

加えて、分担研究として実践現場（北海道大学：A-ERW：風化促進事業等、横浜国立大学：日化協

地域対話）それぞれにおいて本研究が提案する評価の枠組みをあてはめ、その妥当性について検証し

た。 

図 1 は、上記ワークショップにおいて、参

加者に説明をした際に使用した「評価の枠組

み」に関する考え方である。「構成要素」から

「評価の視点」を選び、その測定のための「問

い」を、参加型評価において作成するプロセ

スが書かれている。 
IV 研究結果、考察及び今後の研究の方針 

以上の検討を通じて、マニュアルの骨子と

なる図 1 に示した手順に沿って具体的な「問

い」の作成が可能であることが確認できた

他、マニュアルの作成にあたっては、対象と

するユーザー（RC の必要性を理解してい

る者）や使用場面（具体的な実践の場）

を明示することが重要であること、その

普及には、作成する段階から利用するコ

ミュニティを意識、または巻き込むこと

が必要であること、などの指摘を得てい

る。なお、北海道大学は、新規技術の実

証試験において、評価の枠組みを利用し

て、ステークホルダーの抽出及び住民説

明会を試験実施前に行い、事前準備の重

要性について確認した。なお、第三者が

マニュアルを使用する場合を想定して、

横浜国立大学は、日化協が各地で行って

いる地域対話に着目し、第三者としての

立場から「構成要素」から「評価の視点」

が抽出可能か、評価に際して必要な項目

が他にないか、といった観点から検討を

行った。分担研究の成果は主任研究者と

共有し、評価の枠組みの作成・整理に活

用し、プロジェクト全体の PDCA サイク

ルを回すことに貢献した。 

なお、本研究では公開資料を用い、一

般市民への調査等は実施していないた

め、倫理審査の申請は行わなかった。 

V 結論 

図 1 対話の「評価の枠組み」の一例（参加型評価） 

図 2「評価マニュアル（仮称）」案の一部 

図 1 日本リスク学会ワークショップにおける提示資料の一部 
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 マニュアルの骨子となる「評価の枠組み」を示し、試行によって得られた意見を踏まえ、本文案を

策定した。図 2 にその一部を示す。 
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